Ⅰ　2010秋期闘争中間総括（案）

１　2010賃金確定闘争の中間総括（案）
１　特徴的な経過

（１）2010人事院勧告の内容と札幌市・北海道人事委員会勧告の内容

①　人事院は８月10日、月例給、一時金ともに２年連続引き下げるとともに、56歳以上かつ行（一）６級以上の高年齢層職員の俸給月額等を1.5％減額するとした勧告を行いました。勧告の具体的な内容は、月例給は２年連続のマイナス改定（▲0.19％、▲757円）、改定の配分はⅰ）俸給表の平均0.1％の減額改定（40歳台以上。若年層は据え置き）、ⅱ）当該年度に56歳以上となる行政職(一)６級以上に相当する職員については、俸給月額等に一定率（1.5％）を乗じて得た額を減額するとしました。また、一時金は、0.2月のマイナスにより47年ぶりに年間支給月数４月を下回る3.95月、さらに、年間給与の調整については、2009年と同様の制度調整方式とし調整率は▲0.28％、超過勤務時間の月60時間超計算における法定休日（日曜日等）の算入などとなりました。

②　札幌市人事委員会は９月14日、公民較差がわずかながらのプラス較差となったことから、給料表の改定を行わず、従って、高年齢層職員の定率削減は行わない、また、一時金については、人事院勧告と同様に3.95月する勧告を行いました。一方、北海道人事委員会は10月８日、月例給における民間給与（402,591円）との公民較差は、独自削減前は405,655円（▲3,064円で▲0.76％）、独自削減後は377,367円（25,224円、6.68％）であることから、国家公務員と同様に給料表の改定を行うこと、一時金は道内民間企業における下げ幅が全国的な傾向とほぼ同程度であることを理由に0.20月減額し3.95月とする勧告を行いました。しかし、実際に支給されている給与額が民間の支給額を下回っているにもかかわらず、年間給与の制度調整と56歳以上・６級以上定率削減について、国と同様に行うことを勧告しました。さらに、寒冷地手当について、支給地域区分の見直しと支給水準の若干の引き下げもあわせて勧告を行いました。一方、独自削減に対する道人事委員会としての見解は、昨年と同様に相当長期に及ぶ現状から職員の実態を重く受け止め、「職員の日々の生活への負担感」や「将来の生活設計に対する不安感」による士気の低下、「優秀な人材の確保や人材の流出にも憂慮」とし、「早期に適正な給与水準を確保されるよう改めて要請する」と述べるに止まりました。

（２）人勧の深掘り議論と閣議決定期の取り組み
①　今年の人事院勧告について、国家公務員の給与水準をめぐって政権与党内部において極めて問題のある発言が相次ぎました。これは「国家公務員の総人件費を２割削減する」とのマニフェストをどのように実現するかの議論の中で出てきたものであり、政権与党における意思統一の不十分さを露呈しているものでした。
②　人事院勧告が出された後の給与関係閣僚会議においては、総務大臣や厚生労働大臣は労働基本権制約の代償機関としての役割から完全実施を主張する一方、財務大臣などからは参議院選挙の結果やこれからの公務員制度改革の方向を踏まえて、勧告以上に国家公務員給与を引き下げるべきとの意見、そして、臨時国会には公務員人件費削減を露骨に主張して参議院選挙において飛躍的に勢力を拡大したみんなの党が公務員給与カット法案等を提出するという動きもある中で、「ねじれ臨時国会」のもと、公務員給与問題が政争の具として扱われました。
③　このような動きに対して公務員連絡会・自治労は人事院勧告の取り扱いを使用者である政府が一方的に「深掘り」などという手法で一方的に引き下げを行うことは憲法問題に発展するとして、組織内・協力国会議員などを中心に対策を行った結果、今年の人事院勧告については、11月１日完全実施の閣議決定がなされ、同日、臨時国会へ改正法案の提出、11月26日に参議院にて可決成立し、11月30日施行されました。
　北海道本部としては、北海道公務労協に結集し、民主党北海道に対して10月1日要請行動、あわせて北海道内選出のすべての衆参両院議員に対して、10月４日に上京して要請行動を行いました。また、各地方本部段階においても選挙区選出の国会議員に対して要請行動を実施しました。同時に公務員連絡会・自治労本部が提起した官房長官・総務大臣宛のはがき行動については、期限を10月15日に延長して取り組みを継続し、結果としては官房長官67,175筆、総務大臣66,240筆を集約し、道内の単組組合員の怒りを中央へ届けることができました。また、同時期に閣議決定期における緊急要請打電行動（官房長官・総務大臣）も取り組み、97件の取り組みがありました。
④　今年の人勧の扱いは完全実施とはなったものの、閣議決定文などにみられるように、「人件費を削減するための措置についての検討や必要な法案の通常国会からの提出」を明記したことは極めて不満な内容です。これに対し、公務員連絡会は国段階では交渉相手となりうる組織を構成させ、さらに実質的な労使交渉・協約締結をできる条件作りを行った上で労使合意を前提にして、「人件費を削減するための措置の検討」の具体的な協議を進めるとしています。自治労としては、これらの措置が最悪、強行されることとなった場合は、地方自治体への影響を避ける意味から、国と地方の取り扱いについては区分の明確化を図ることで現在対応しているところです。
⑤　なお、閣議決定文の内容やその後発出された総務副大臣通知（昨年までの総務事務次官通知）においては、昨年と比較して大きく変更されました。変更事項の主な内容はこれまで自公政権下における人事院への地域給与見直し要請や地方公務員給与の適正化要請に代えて、労働基本権制約のもとでの第三者機関の主体性と、地方自治体の労使による給与決定の自律性が尊重された内容となっています。このことは民主党を中心とする政権における対応として評価でき、かつ今年の賃金確定闘争期における「有利な条件」と考えられたことから、自治労北海道としては、11月５日に「2010賃金確定闘争の交渉山場における留意事項について」と題して発信文書を全単組に発出し、交渉の促進を図るよう取り組みました。
（３）2010人事院勧告の問題点
①　今年の人事院勧告については、この間の給料や一時金のマイナス改定によって、大幅に年収減を強いられていることから、職員の生活を維持することさえもできない勧告であり、認められるものではありません。従って、自治労北海道本部としては、勧告については「あくまでも参考」としつつ、しっかりと労使交渉を行う中で賃金・労働条件を決定することを基本としながら単組指導を強めました。
②　特に56歳以上・６級以上の1.5％減額については、市町村自治体においてはその多くが管理職員層ではありましたが、公務員労働者の給与決定の原則である職務給の原則から問題があること、さらには職員の実態からみて逆転現象が発生するなどの指摘を行い、各都道府県人事委員会勧告においても大きく二分するような制度であり、地方自治体にはなじまない制度であるという主張を行いながら導入させないことを基本に対応してきたところです。また、年間給与の制度調整については、減額調整方式とは異なるものの、すでに支払った給与額を遡って減ずることには変わりはないことから、特に給与などの独自削減を行っている自治体においては、すでに調整済みであると主張しながら、調整させないことを強く求めてきました。さらに、一時金の0.2月削減について、昨年0.35月という大幅な削減であったことなどを理由に２年連続で大幅削減は認めないたたかいを方針化しました。
（４）賃金確定闘争の山場に向けた取り組み

①　今次の確定闘争は11月18日に１時間の道本部統一行動を配置し、前段戦術配置、要求書は10月25日提出、11月１日に回答指定日を設定しました。また、例年よりは早く10月６日に道本部賃金担当者会議を開催して今年の人事院勧告の問題点を説明するとともに、10月８日から下旬にかけて道本部・地本合同の全単組オルグを実施して、山場に向けた取り組みの意思統一をはかりました。

②　道本部は、確定闘争の山場を前に、11月12日に市町村課長との確定闘争の要求書に対する回答交渉を実施しました。この中で、給与改定の考え方について「地方公務員法第24条のいわゆる均衡の原則に基づき、実施に当たっては、職員団体とよく話し合い、双方が納得のもとで進めることが重要である」との基本的な考え方を引き出しました。また、総務副大臣通知の内容の表現が大きく変更したことに対し、「高圧的な命令口調ではなくなったことは実質的に国の政策の大きな変更である」と指摘し、各自治体に対して国からの指示を一方的に押しつけることがないよう強く申し入れました。さらに、財政制度を通じた人件費に対する地方自治体への関与について、特に退職手当債の発行、公的資金補償金免除繰上償還の実施の許可、病院特例債などの認可に関わって、一律的な人件費の削減や住居手当の適正化、給料表の号俸増設等、さらに、適用給料表の変更および昇格基準の改悪等を条件としないことなどを求め、北海道として、あくまで自治体の判断を優先させ、道（総合振興局）が市町村に具体的な「助言」や「要請」はすべきではないと申し入れてきました。

２　闘争の結果と今後の課題

（１）給与改定関係

①　2010賃金確定闘争では、月例給与の取り扱いについて道と札幌市が異なる内容の勧告となりました。札幌市は給料表を現状維持とする勧告であったため、56歳以上の取り扱いは触れない内容となり、北海道人事委とは異なる勧告となっています。また、北海道は独自削減により民賃水準を大幅に下回る結果となっていても、制度上の水準で逆較差となることを理由に独自削減の停止勧告には至らないという問題のある勧告でした。
　さらに、寒冷地手当については、北海道が支給地域区分は矛盾ある国の区分を超えて、大幅に改善をはかったものの、支給額について、若干引き下げを行うという内容であったため、級地区分が変わらない地域にとっては独自削減に加えてさらに支給水準の低下となる取り扱いでした。道本部は地公三者共闘会議に結集し、支給水準の確保を求めてきたところですが、最終的な結果としては厳しい内容となりました。
②　道本部は今年の人事院勧告が、昨年に引き続く大幅な年収減を伴う勧告であったため、勧告についてはあくまでも参考としながら労使交渉によって賃金労働条件を決定するという基本姿勢のもとでたたかいを進めました。特にア）独自削減と勧告の２重削減はさせない（勧告の実施時期問題と制度調整の有無）、イ）56歳以上の６級以上1.5％削減は導入しないこと、ウ）自宅所有者の住居手当制度の維持と支給水準の確保等を最重点と位置づけ、地方本部ごとに十分に意思統一を行いながら交渉を進めました。

③　各自治体における2010給与改定の結果については、独自削減等を踏まえて月例給の改定を見送った自治体が40自治体、一時金の改定・先送りした自治体は21自治体、年間給与の制度調整を人勧どおり実施しなかった自治体が59自治体、56歳以上の1.5％削減を実施しなかった自治体は51自治体となり、自宅所有者の住居手当制度を昨年に引き続き維持を確認した自治体は50程度で、交渉のテーブルに乗せなかった場合も含めて123単組が制度を継続しています。また、廃止とした自治体は40自治体になりました。
④　給料表や一時金の改定を先送りさせた自治体の中で独自削減がない自治体も見受けられましたが、多くの自治体は独自削減によりすでに勧告以上の水準低下を理由にしているところです。それに加えてマイナス改定の幅が非常に小さく費用対効果の側面など、改定を先送りさせた理由は様々な要素が考えられます。公務労働を取り巻く厳しい情勢の中でも、人事院勧告を上回った結果を多くの単組で獲得したことをあらためて全体化し、今回のたたかいにおいて、勧告どおりの内容でしか決着できなかった単組においては、しっかりと問題点や課題について総括し、今後の取り組みに引き継ぎ、次の場面では何らかの譲歩を求める交渉力を身につけていく必要があります。
⑤　2010人事院勧告の取扱いは、都道府県段階では、特に56歳以上の1.5％削減の取り扱いが二分する情勢でした。また、この間の「地域民間給与に準拠する」という助言が徹底されつつある一方で、これまで国公を上限とする攻撃に対して、政権交代による新たな地方自治体の給与決定にかかる要素も見えつつあります。このように、画一的な人事院勧告＝人事委員会勧告とする図式はもはや非常に薄らいだといえますし、いよいよ、本格的に労働基本権回復・人勧制度の廃止が現実化していく過程での現象としてみる必要があります。私たち労働組合が主体的に、新たな賃金労働条件決定制度の構築に関わることが大切であり、そのためには、これまで以上に賃金闘争のスタートである春闘段階から全単組がそろって要求書を提出し、回答を引き出し、交渉を行って賃金労働条件を決定していく闘争サイクルを追求していかなくてはなりません。

（２）独自削減、賃金合理化関係

　2010年４月現在、各自治体の独自削減は92単組、全自治体数の52％で実施されているところです。一時期のような独自削減が吹き荒れた時期とは若干情勢の変化はありますが、今次確定闘争においては、独自削減問題が争点となった単組はここ数年に比較し減少しています。特に2010賃金確定交渉の際に削減率圧縮や削減の終了を確認するなどの確約を得た単組が報告を受けただけでも29単組に及んでおり、最終的な集約をはかって全体化していくこととします。
　今年は釧路市のように地方三公社（住宅供給公社など）の改廃をめぐり三セク債を借り入れるために、新たな独自削減が提案された自治体も出てきています。同様な事例を持つ自治体単組との交流を深めて、対応策など検討していく必要があります。
（３）病院特例債をめぐる動きについて

①　この間、引き続き極めて厳しい交渉となったのが、退職手当債や病院特例債などの財政制度を活用している自治体の自宅住居手当等の取り扱いでした。そもそもこれらの財政制度を活用する際に、国家公務員を上回る措置を取っている給与制度については、常に適正化が条件となっているために、総務省・北海道からの助言が強まる中での対応とならざるを得ませんでした。
②　すでに各自治体においては、財政事情を理由とした独自削減により、ラス指数が100を大幅に下回っている実態がある中（今年度道内速報値95.5－昨年比較0.8アップ）、また、一連の給与の二重支給ということで特殊勤務手当を廃止したり、大幅に減額していること、さらには、職員数は総務省の計画を大幅に上回る削減を行ってきているにもかかわらず、自宅住居手当問題や号俸の増設等が特に問題視されました。特に小樽市や根室市では、新病院の建設に伴う新たな起債との関係から、これ以上継続的に措置をすることが困難な情勢となり、最終的には一定期間の経過措置を設けて、妥結せざるを得ないものとなりました。自宅住居手当などが残っている自治体もまだ多くありますので、これらの単組のたたかいを教訓化し、引き続き、廃止させない取り組みを強めていくこととしなければなりません。
③　退職手当債・病院特例債制度の考え方として、借金をしなくても良いように財政運営を行うことは当然に求められますが、そもそも、このような財政事情に陥った要因は、自治体の放漫経営によるものだけではなく、三位一体改革による地方交付税の削減が大きな要因といえますし、そのことは棚上げし、自治体に健全化計画の義務づけと給与等の適正化を一方的に求める仕組み自体が極めて問題であるといわざるを得ません。地方自治体の給与等の決定については、最終的にはその自治体の判断が最重要視されるという原則をもう一度掲げて、自治労本部を通して新たな財政制度の構築を求める取り組みを急ぐ必要があります。

（４）戦術行使の結果と組織強化
①　たたかいの出発点である要求書は180単組中168単組（昨年は、184単組中161単組が提出）、約96％で提出され（うち107単組が道本部統一日程で提出）、昨年を上回る提出率となっています。
　道本部統一日程で提出できなかった単組については、一部には市労連単位の取り組みとして日程を別途設定している単組もあります。それ以外の多くの単組は、統一提出日の前後に要求書を提出しているものの、一部の単組では闘争態勢の確立などが全体的に遅れていることがこの間のオルグや調査結果などを通して明らかになっています。

　また、要求書を提出しなかった12単組については、昨年と比較し減少はしているものの、多くは今確定闘争に限らず長い間要求書を提出したことがない、あるいはさまざまな状況から交渉をすることが困難な単組などとなっており、固定化されている傾向となっています。こうした単組の具体的な手助けを各地本段階で総括する中から、是非行っていかなくてはなりません。
　さらには、「人事院勧告に準拠」しているため、統一要求よりも先に当局が提案をしてくるという事例もいくつか見受けられましたが、近い将来の人勧制度の廃止を見据えながら、私たち労働組合としても人勧制度に依拠しない要求・交渉のあり方について議論・構築をしていく必要がありますし、また自治体当局に対しても意識付けをさせていくことが今後重要です。

②　道本部統一行動日である11月18日に戦術を配置した単組は、事前調査で１時間または29分のストライキ配置が46単組、時間外集会配置15単組となっており、他の日程での配置を含めると72単組が戦術配置しました。山場当日の実施状況は、29分以上の戦術行使に踏み切った単組はありませんでしたが、35単組が時間外集会（昨年44単組）、教宣などその他の取り組みが41単組（昨年37単組）となっており、取り組みなしの単組が94単組（昨年68単組）と増えています。
　一方、交渉の経過や結果について、組合員に周知している単組は９割以上に達しており、組合員も含めた組織運動としての賃金確定闘争の構築は一定はかられつつあることが見て取れます。一方で、全く結果を周知していない単組が11単組あり、単組事情をしっかり押さえてきめ細かな対策が必要です。
　今年の取り組みの現状を踏まえると、約半数の単組が統一行動日に戦術配置すら行っていないことから、道本部としては闘争の山場の設定をあらためて議論していく必要がありますし、また単組としても、統一行動日には最低でも時間外集会を開催することを、取り組みのサイクルとする指導をしっかりと行うなど、産別闘争への結集の観点からも単組執行部の努力を求めていく必要があります。

③　前段戦術では組合旗掲揚113単組（昨年118）、腕章52単組（昨年49）、机上旗やリストバンド着用が53単組（昨年45）、超勤拒否などについても、昨年と比較し、ほぼ同様な傾向で取り組まれました。
　闘争の基本である要求→回答→交渉のサイクルやその前段としての執行委員会の開催→闘争方針の確立→任務分担、また職場集会・オルグの実施、闘争ニュース・職場教宣などの基本的な組合活動が総体的に不十分な単組が依然として多いことも事実です。
　また、回答や提案、あるいは交渉日程などを地本へ報告しないケースが依然として見受けられます。さらには、地本・道本部に協議しないまま妥結する単組も89単組（昨年64）と昨年に比較し増えています。

　各地本段階において、今確定闘争を通してできたこと、できなかったことをしっかりと総括した上で、地本の点検活動を一層強めるとともに道本部・地本オルグであらためて徹底していく中から、道本部・地本・単組の連携強化をはかっていくことが一層必要になっています。
④　今後、労働協約締結権を展望していくにあたり、単組交渉力や組織率の課題は避けては通れません。例えば、労働協約締結権が付与された場合には、賃金・労働条件について個別で労働協約として労使で結ぶこととなります。つまり、現行賃金・労働条件の改善はもとより、“水準維持”についても今まで以上に労力を必要としていくことになります。

　こういった状況を見据えながら、統一闘争のあり方、組織運動・組織強化のあり方、単組段階における戦術配置や交渉のあり方などについて、しっかりと総括した中からあらためて議論していくことが必要となっています。

2010秋期闘争戦術集約

	年度
	単組
	要求書
	前段戦術
	山場戦術

	
	
	提出
	未
	旗
	腕章
	超勤
	出張
	ほか
	配置
	結果

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ

	2010
	180
	168
	12
	113
	52
	24
	19
	17
	46
	15
	13
	36
	0
	35
	41
	94

	2009
	184
	161
	25
	118
	49
	20
	15
	45
	52
	19
	7
	53
	0
	44
	37
	68

	2008
	187
	169
	18
	129
	47
	16
	13
	31
	51
	30
	19
	21
	０
	33
	48
	78

	2007
	188
	165
	23
	114
	47
	32
	18
	33
	56
	11
	5
	108
	０
	52
	43
	93


戦術配置　　Ａ １時間　　Ｂ 29分・時間外　　　戦術結果　　Ａ １時間　　Ｂ 29分・時間外

Ｃ 教宣紙等　Ｄ なし　　　　　　　　　　　　　Ｃ 教宣紙等　Ｄ なし

２　2010現業公企統一闘争中間総括(案)

１．たたかいの目標と重点課題
　2010年現業公企統一闘争の基本的な目標を「職の確立と市民との連携による、自治体の責任による質の高い公共サービスの確立」とし、①現業職場の直営を堅持し公共サービスの拡充と質の向上に向けた人員と予算を確保、②職場において誇りを持って働くことができ、社会的に必要とされる仕事としての「職の確立」をはかり、サービスの質と仕事の価値を高める、③現業公企評議会がない単組や直営での現業職員がいない単組においても取り組みを積極的に行い、地域公共サービス職場労働者の組織化を推進し、労働諸条件全体の底上げをはかる、④地域のなかで住民に接する機会の多い現業・公企職場の特性を活用し、市民との協力関係を構築する、⑤現業・公企労働者の協約締結権を活用した取り組みが地方公務員の労働基本権回復後の運動に先導的役割を果たせるよう、要求提出・交渉実施・協約締結という基本的な取り組みを全単組で確立する。の５本の指標を中心に労働諸条件についての全体の底上げをはかることを追求することとしました。
２．闘争前段の取り組み
　道本部現業公企評議会として闘争体制の確立と意義課題の意思統一をはかるため、全道総決起集会をはじめ、各地本総決起集会の開催や単組オルグの実施を提起しました。
　10月23日の全道総決起集会では、2010現業公企統一闘争の重点課題の提起と公務員制度改革による今後の賃金労働条件決定システムの方向性と現業作業委員会報告で出された現業賃金の考え方について学習会を行いました。
　各地本では、総決起集会の開催や釧根、渡島、空知地本では道本部単組オルグに現業公企役員が同行し意思統一をはかっています。一方で、現業公企職員が減少しているなかで、以前のように集会を開催することが困難な地方本部も多くなってきています。より多くの組合員に闘争の意義や課題を知ってもらうためにも基本組織との連携が必要となっており、①空知・胆振・日高三地本労働者集会での総決起集会の開催、②十勝地本では、地方本部定期大会と連動した開催のように工夫をした取り組みが必要です。
	
	開催日
	場　所
	参加人数

	石狩
	10月27日
	札 幌 市
	10単組・総支部44人

	後志
	11月10日
	倶知安町
	10単組・総支部21人

	上川
	
	
	未　開　催

	留萌
	
	
	未　開　催

	宗谷
	10月29日
	稚 内 市
	１単組総支部14人

	渡島
	10月26日
	七 飯 町
	16単組・総支部80人

	桧山
	
	
	未　開　催

	空知
	
	
	15単組・総支部48人


	胆振
	10月16日
	洞爺湖町
	

	日高
	
	
	

	網走
	10月30日
	小清水町
	７単組・総支部30人

	十勝
	11月２日
	帯 広 市
	20単組・総支部425人

	釧根
	10月30日
	別 海 町
	15単組・総支部78人


３．要求書の提出と交渉状況
　(　)は評議会結成・単独単組の状況、評議会結成単組の総数は66単組
　(1)要求書の提出状況は、175（63）単組で提出、内訳は現業単独で提出45（22）単組、確定要求と同時に提出56（23）単組、確定に付加して提出34（18）単組、現業公企職員がいずれもいない単組の提出状況は35単組中21単組となりました。
　自治体の責任による公共サービスの提供や委託先労働者、臨時・非常勤職員等の賃金労働条件の改善に向けて要求を掲げる単組が増加しています。
　また、123単組で文書回答がされ、評議会で独自交渉を行う単組や基本組織の交渉に現業公企役員が参加する単組が徐々に増えているなど、要求書提出→交渉→妥結(協約締結)の闘争サイクル確立に向け、全単組で取り組みを強化していく必要があります。
【現業公企統一闘争要求書提出状況】　※評議会数は内数
	年度
	評議
会数
	独自
	一緒
	付加
	未提出
	対象職員
なし単組

	
	
	全体
	評議会
	全体
	評議会
	全体
	評議会
	全体
	評議会
	

	2010
	66
	45
	22
	56
	23
	38
	18
	36
	 3
	21/35

	2009
	67
	 8
	 4
	95
	40
	35
	17
	43
	 6
	22/37

	2008
	65
	20
	 8
	97
	43
	23
	 7
	40
	 7
	14/28


４．特徴的な状況
◆　津別町職では、現業職場において新たな合理化提案が出されず今後全ての労働条件の変更にあたっては事前協議・労使合意を行うことを確認した。
◆　苫小牧市では、廃プラ収集車の２台の民間委託提案が出されたが、委託業務地区においてのごみ排出指導とステーション対応、苦情処理などをを含め、将来的な指導員業務の確立・指導体制を整備強化していくとの確認ができ、合意した。
◆　北見市では、委託先の労働安全衛生についても法令に準じた労働条件の確立が前提でなければならないと要求、当局は踏まえた対応を図りたいとの回答を得て、事前協議制についてさらなる誠実履行を求めた。
◆　足寄町職では、介護職において自宅待機の際の手当支給を獲得した。
◆　えりも町職では、現業・公企職場のおる道安全衛生対策を強めることを要求し、町独自の制度創設は考えてないが、メンタルヘルスを考慮した職場作りの対策を講じると回答を得た。
◆　新冠町職では、災害時における危機管理体制・ワークルールについて、職員の免除基準や労働条件など要求があった事項に関しては協議を検討するとの回答を得た。
◆　浜頓別町職では、被災時のワークルールについて以前の地震で津波の恐れがあったときに労使協議を行った経緯を踏まえ、災害時だけでなくイベントへの参加の扱いも含めて協議することになった。
◆　深川市職労では、一定数の現業職配置はサービスの維持継続に必須と認めている経過から、来年の２名退職予定に際し、１名は新規採用を予定している。
５．たたかいの成果と課題
　多くの単組で、前進回答はないものの事前協議・労使合意の確約や直営の必要性について確認してきています。また、業務委託による費用対効果が望めないとの考えから新規採用を勝ち取った単組や災害時におけるワークルールの確立について前進回答がされるなど、今後、全体化をはかり取り組みの強化をしていかなければなりません。
　労働安全衛生委員会活動の現状として、委員会未設置を含めて活動がされていないところが多く、年に１～２回の開催を合わせると116自治体で継続した取り組みがされていない状況となっています。メンタルヘルス課題つについて交渉を行い、学習会・カウンセリング制度を取り入れた自治体もあることから共通した課題として取り組みを推進する必要があります。
　この間の合理化により現業公企職員が減少し、既に現業公企職員がいない単組や10人に満たない単組が増加傾向にあり、議論する体制がないなど組織的な課題が顕著になっています。取り組みの強化をはかるために体制整備は急務であり、自治体規模別に合わせた取り組みが可能かなどを検証する必要があります。
　また、職場活性化運動を進める中から職の確立をはかることを目標に統一闘争を展開することとしていますが、一部の単組で継続した取り組みをしているものの、全体的には合理化による職員数の減少や単組力量などを含めて進んでいないのが現状です。継続した取り組みをしている単組では、職員の意識の向上など成果はあるものの、住民との連携には到達していない状況にあり、約20年経過している活性化運動を総括し今後の方向性を示す必要があります。

　臨時非常勤職員の組織化も徐々に進んでいますが、委託先労働者を含めた賃金労働条件の向上は、質の高い公共サービスを提供するためには欠かせない条件です。公契約条例の制定を含めた政策活動と合わせて地域で公共サービスを担う労働者との連携が課題といえます
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